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柱２-１-(５) 保育所 

                                                                                                           

２年度目標の達成状況 

目標 ２年度実績 
２年度目標 
の評価 

３年度目標 
（設定・変更等） 

２年度 ５箇所公募実施 

※３年度以降の目標は、
２年度の進捗状況を踏
まえて設定 

（２年４月１日現在 直
営保育所 60箇所） 

・２箇所公募実施
（民間移管） 

未達成 ３年度 ３箇所公募実施 

※４年度以降の目標は、３年度の
進捗状況を踏まえて設定 

（理由） 

３年度目標が未設定であった
ため。 

 

２年度取組の実施状況 

２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

① 公立保育所の民営化等
の推進 

・区長において、施設や地
域の状況を精査した上
で、休廃止も視野に入れ
ながら、セーフティネッ
トとしての直営の必要
性を考慮しつつ、施設の
状況に応じて、原則民間
移管、民間移管が困難な
場合は、補完的に委託化
を推進する。 

・新型コロナウイルス感
染症の状況を踏まえ、公
募スケジュール等を再
検討したところ、公募の
実施は４年度に民間移
管予定の２箇所にとど
まったが、公募を実施し
た２箇所については移
管先法人を決定するこ
とができた。 

・新型コロナウイルス感
染防止に配慮し、公募実
施時や移管先法人選定
後等の適当な時期に、説
明会を複数回実施する
など、保護者への丁寧な
対応に努めた。 

・元年度に委託先法人を
選定した３箇所の保育
所について、３年度から
の円滑な委託開始に向
け、保護者対応、引継ぎ・
共同保育等を実施した。 

・公立保育所は
老朽化の進ん
でいる施設が
多く、建替え
が条件となる
移管が増えて
いるが、移
転・建替えに
適した用地の
確保が難し
い。 

・「公立保育所
新再編整備計
画」に基づき
実施している
民営化の公募
等において、
民間事業者の
応募数が減少
しており、民
間移管先等が
決定しない場
合がある。 

・新型コロナウイルス感染
の状況を注視しつつ、民
営化の条件の整った保育
所については、保護者理
解を得ながら着実に公募
を実施する。（通年） 

・土地所管部署と密接に連
携し、建替え移管に適し
た用地の確保に向けて調
整を行う。（通年） 

 

② 新たな民営化手法の検
討 

・「公立保育所新再編整備
計画」を精査しつつ、民
間事業者が応募しやす
い条件など新たな民営
化手法を検討・実施す
る。 

・応募要件（保育所等運営
実績）の緩和を検討し、
公募に反映した。 

・応募法人等に対しアン
ケート調査を実施し、法
人が応募を検討する条
件となる事項を調査し
た。 

・現状の課題を踏まえ、引き
続き、新たな民営化手法
の検討を行う。（通年） 
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柱２-１-（５） 保育所 
                                                                                                           

３年度目標の達成状況 

目標 ３年度実績 
３年度目標 
の評価 

４年度以降目標 
（設定・変更等） 

２年度 ５箇所公募実施 

３年度 ３箇所公募実施 

※４年度以降の目標は、
３年度の進捗状況を踏
まえて設定 

（３年４月１日現在 直
営保育所 57箇所） 

・３箇所公募実施（民間委

託） 

 

達成 ４年度 １箇所公募実施 

※５年度以降の目標は、４年度
の進捗状況を踏まえて設定 

（理由） 

４年度目標が未設定であっ
たため。 

 

３年度取組の実施状況 

３年度の取組内容 
３年度の主な 
取組実績 

課題 
４年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

① 公立保育所の民営化等
の推進 

・新型コロナウイルス感
染の状況を注視しつつ、
民営化の条件の整った
保育所については、保護
者理解を得ながら着実
に公募を実施する。 

・５年度に民間委託予定
の３箇所について公募
を実施し、うち２箇所に
ついて委託先法人を決
定した。 

・新型コロナウイルス感
染防止に配慮してスケ
ジュールを調整しなが
ら、公募実施時や委託先
法人選定後等の説明会
を実施するなど、保護者
への丁寧な対応に努め
た。 

・２年度に移管先法人を
選定した２箇所の保育
所について、４年度から
の円滑な民営化に向け、
保護者対応や、引継ぎ・
共同保育等を実施した。 

・公立保育所は
老朽化の進ん
でいる施設が
多く、建替え
が条件となる
移管が増えて
いるが、移
転・建替えに
適した用地の
確保が難し
い。 

・「公立保育所
新再編整備計
画」に基づき
実施している
民営化の公募
等において、
民間事業者の
応募数が減少
しており、民
間移管先等が
決定しない場
合がある。 

・新型コロナウイルス感染
の状況を注視しつつ、民
営化の条件の整った保育
所については、保護者理
解を得ながら着実に公募
を実施する。（通年) 

② 新たな民営化手法の検
討 

・用地確保等の課題を踏
まえ、引き続き、新たな
民営化手法の検討を行
う。 

・土地所管部署と密接に
連携し、建替え移管に適
した用地の確保に向け
て調整を行う。 

・民営化の課題解決を図
るため、短期間の仮設
を前提とした用地確保
など新たな民営化手法
を検討するとともに、
セーフティネットとし
ての観点から必要な直
営保育所の箇所数につ
いて改めて算定し、「公
立保育所民営化推進計
画」を策定した。 

・民間事業者が応募しやす
い条件の検討に加え、処分
検討地をはじめとする事
業予定地も含めた市有地
の活用や、市有地の確保が
難しい場合の民地の賃借
等、短期間の仮設を前提と
した用地確保など新たな
民営化手法を検討・実施す
ることとし、移転・建替え
の必要な民営化対象保育
所ごとに、候補地情報の収
集や条件交渉などを行う。
（通年) 


